
 

認第28号 

   令和７年度焼津市公共下水道事業会計決算認定について    

 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、令和７年度焼津

市公共下水道事業会計決算を別紙監査委員の意見を付けて、議会の認定に付する。 

 

令和８年９月１日提出 

焼津市長 中野 弘道 
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令 和 ７ 年 度

焼津市公共下水道事業会計決算書類



（１）　収 益 的 収 入 及 び 支 出 

　収　　　入

第１款　下水道事業収益

　第１項　営 業 収 益 0

　第２項　営業外収益

　支　　　出

当初予算額 補正予算額
予 備 費
支 出 額

流用増減額
地方公営企業法第
24条第3項の規定
による支出額

小　　　計

第１款　下水道事業費用 1,955,513,000 0 0 0 0 1,955,513,000

　第１項　営 業 費 用　 1,853,921,000 0 0 0 0 1,853,921,000

　第２項　営業外費用 96,592,000 0 0 0 0 96,592,000

　第３項　予  備  費 5,000,000 0 0 0 0 5,000,000

（２）　資 本 的 収 入 及 び 支 出

　収　　　入

当初予算額 補正予算額

地方公営企業法第
26条の規定による
繰越額に係る財源
充当額

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

第１款　資本的収入 824,931,000 151,160,000 976,091,000 168,480,000 0

　第１項　企　業　債 366,400,000 75,500,000 441,900,000 79,600,000 0

　第２項　受益者負担金 28,000 0 28,000 0 0

　第３項　他会計負担金 206,748,000 0 206,748,000 0 0

　第４項　他会計補助金 61,270,000 0 61,270,000 0 0

　第５項　国庫補助金 190,485,000 75,660,000 266,145,000 88,880,000 0

　支　　　出

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小　　計
地方公営企業法第
26条の規定による
繰越額

継 続 費 逓
次 繰 越 額

第１款　資本的支出 1,537,163,000 151,320,000 0 1,688,483,000 168,600,000 0

　第１項　建設改良費 511,582,000 151,320,000 0 662,902,000 168,600,000 0

　第２項　企業債償還金 1,025,581,000 0 0 1,025,581,000 0 0

令 和 ７ 年 度　　焼 津 市 公 共 下 水 道 事 業 決 算 報 告 書　

区　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額
地方公営企業法第24条第3項の規
定による支出額に係る財源充当額

657,528,000 0

区　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算

1,930,139,000 0 0

小　　　　計
区　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算

 　資本的収入額が資本的支出額に不足する額709,199,090円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

地方公営企業法施行令第18条第５項ただし書きの規定により、第1項営業費用のうち減価償却費は、12,579,493円、

区　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算

1,272,611,000 0 0
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(単位：円・税込み)

うち仮受消費税及び地方消費税

42,585,417

うち仮受消費税及び地方消費税

258

(単位：円・税込み)

地方公営企業法第
26条第2項の規定に
よる繰越額

合　　計

0 1,955,513,000 0 10,748,206

うち仮払消費税及び地方消費税

0 1,853,921,000 0 4,625,789 46,596,017

うち仮払消費税及び地方消費税

0 96,592,000 0 1,122,417 18,925

0 5,000,000 0 5,000,000

(単位：円・税込み)

1,144,571,000

翌年度繰越額に係る財源充当額

521,500,000 102,500,000

28,000

206,748,000

61,270,000

翌年度繰越額に係る財源充当額

355,025,000 108,660,000

(単位：円・税込み)

額

合　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継 続 費 逓
次 繰 越 額

合　　計

1,857,083,000 1,625,691,924 211,320,000 0 211,320,000 20,071,076

うち仮払消費税及び地方消費税

831,502,000 600,114,258 211,320,000 0 211,320,000 20,067,742 50,501,872

1,025,581,000 1,025,577,666 0 0 0 3,334

額

決　　算　　額
予　算　額　に　比　べ
決　算　額　の　増　減

備　　　考
合　　　　計

8,299,121

657,528,000 650,013,417 △ 7,514,583

額

決　　算　　額

1,930,139,000 1,938,438,121

備　　　考
合　　　　計

備　　　考

1,944,764,794

1,849,295,211

95,469,583

0

不　用　額
地方公営企業法
第26条第2項の規
定による繰越額

資産減耗費は、7,683,356円予算額を超過して支出した。

488,470 460,470

額

決　　算　　額
予　算　額　に　比　べ
決　算　額　の　増　減

△ 228,078,166

388,000,000 △ 133,500,000

決　算　額

16,651,634円、過年度分損益勘定留保資金66,886,182円、当年度分損益勘定留保資金625,661,274円で補塡した。

備　　　考

翌　年　度　繰　越　額

不　用　額

211,860,095 5,112,095

68,969,769 7,699,769

247,174,500 △ 107,850,500

916,492,834

15,813,7041,272,611,000 1,288,424,704
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1

(1) 426,490,661

(2) 180,692,339

(3) 245,000 607,428,000

2

(1) 88,413,629

(2) 9,763,086

(3) 315,651,130

(4) 114,376,500

(5) 1,266,796,493

(6) 7,698,356 1,802,699,194

1,195,271,194

3

(1) 684,438,605

(2) 3,354,109

(3) 91,555,500

(4) 498,520,993

(5) 59,291 1,277,928,498

4

(1) 94,201,861

(2) 11,433,750 105,635,611 1,172,292,887

22,978,307

22,978,307

246,950,288

269,928,595

他 会 計 負 担 金

令和７年度　焼津市公共下水道事業損益計算書 

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

(単位：円・税抜き)

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

補 助 交 付 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 損 失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当年度未処理欠損金
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（単位：円）

国 庫 補 助 金
受 贈 財 産
評 価 額

資 本 剰 余 金
合 計

未 処 分 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計

6,684,772,241 97,944,832 34,393 97,979,225 △ 246,950,288 △ 246,950,288 6,535,801,178

0 0 0 0 △ 22,978,307 △ 22,978,307 △ 22,978,307

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 △ 22,978,307 △ 22,978,307 △ 22,978,307

(当年度未処理
欠損金)

△ 269,928,595

（単位：円）

処分後残高

当年度変動額

当年度期首残高

当年度末残高

議会の議決による処分額

当年度末残高

資本金への組入れ

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

未 処 理 欠 損 金

△ 269,928,595

0

△ 269,928,595

（繰越欠損金）

令和７年度　焼津市公共下水道事業剰余金計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

資 本 合 計

当年度純利益
(△は当年度純損失)

利 益 剰 余 金資 本 金

剰　　　　　余　　　　　金

資　本　剰　余　金　

（注）この計算書における△表記は、減少又は欠損を示す。

6,512,822,871

令和７年度　焼津市公共下水道事業欠損金処理計算書

6,684,772,241 97,979,225

6,684,772,241 97,944,832 34,393 97,979,225 △ 269,928,595

資   本   金

6,684,772,241

0

資 本 剰 余 金

97,979,225

0
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（単位 ：円・税抜き）

１

(１)

ア 673,864,358

イ 699,505,275

△ 174,714,007 524,791,268

ウ 437,093,249

△ 130,219,988 306,873,261

エ 27,820,557,358

△ 7,220,873,378 20,599,683,980

オ 3,073,324,060

△ 1,034,836,206 2,038,487,854

カ 1,037,042

△ 872,048 164,994

キ 4,108,189

△ 2,065,800 2,042,389

ク 415,278,661

24,561,186,765

24,561,186,765

２

(１) 729,131,535

(２) 69,598,760

△ 1,178,322 68,420,438

797,551,973

25,358,738,738資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

減価償却累計額

建 物

減価償却累計額

建 物 附 属 設 備

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

土 地

令和７年度　焼津市公共下水道事業貸借対照表

（令和８年３月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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３

(１)

ア 7,459,961,127

7,459,961,127

(２)

ア 200,000,000

200,000,000

(３)

ア 13,067,616

13,067,616

7,673,028,743

４

(１)

ア 1,045,371,721

1,045,371,721

(２) 451,402,698

(３)

ア 8,636,000

8,636,000

(４)

ア 1,000,000

1,000,000

1,506,410,419

５

(１)

ア 7,084,303,035

イ 45,101,966

ウ 1,181,027,630

エ 4,252,542,611

オ 474,087,934

カ 71,688,335 13,108,751,511

(２) 長期前受金収益化累計額

ア △ 1,974,337,881

イ △ 16,879,751

ウ △ 56,920,304

エ △ 1,249,238,752

オ △ 134,479,567

カ △ 10,418,551 △ 3,442,274,806

9,666,476,705

18,845,915,867

県 費 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

受 益 者 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

国 庫 補 助 金

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

県 費 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

受 益 者 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

その他流動負債

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

その他の長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計
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６ 6,684,772,241

７

(１)

ア 97,944,832

イ 34,393

97,979,225

(２)

ア 当年度未処理欠損金 269,928,595

△ 269,928,595

△ 171,949,370

6,512,822,871

25,358,738,738負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金
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【注記表】 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法 

   ・主な耐用年数 

建物 50年 機械及び装置 ６～30年 

建物附属設備 ８～20年 車両運搬具 ２～５年 

構築物 10～50年 器具及び備品 ２～20年 

２ 引当金の計上方法 

 （１）退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を

計上している。なお、「公共下水道事業会計における職員の退職手当に関する取扱い」等に基づ

き、公共下水道事業会計が負担すると見込まれる額を計上している。 

 （２）賞与等引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらの法定福利費の支出に備えるため、当年度末

における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上

している。 

 （３）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。 

 ３ 受益者負担の経理方法 

   資本的収入のうち受益者負担金は、貸借対照表上の繰延収益の長期前受金を構成することから、

現金主義を採用し収納時に調定を行っている。 

 ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

も含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は1,956,511,122円である。 

 ２ 引当金の取崩し 

 （１）賞与等引当金の取崩し 

    令和７年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらの法定福利費の支出として、 

賞与等引当金7,873,000円を取り崩した。 

 （２）貸倒引当金の取崩し 

    令和７年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金165,513円を取り 

崩した。 
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